委 託 契 約 書

1. 業務名称 　〇〇〇〇〇（事業名）自主簡易環境アセスメント業務

2. 業務期間   〇〇〇〇年〇〇月〇〇日から〇〇〇〇年〇〇月〇〇日
３. 委託金額   金 〇〇〇〇円
                  うち取引に係る消費税  金〇〇〇〇円
             　　 （注)｢取引に係る消費税額｣は消費税法第28条第１項及び第29条の規定により算出したもので、委託金額に8/108を乗じて得た額である。
４. 支払条件   甲は第３条による委託金を業務完了報告書を受けた後、別途指定する方法で支払う
５. 支払方法　 〇〇〇〇銀行　〇〇支店　普通　〇〇〇〇〇〇〇
　　　　　　　 〇〇〇〇〇（読みカナ）名義口座へ振込んで支払う
  上記業務の実施について委託者・〇〇〇〇〇（以下｢甲｣という｡）と受託者 〇〇〇〇〇（以下｢乙｣という。）は次の条項によって委託契約（以下｢契約｣という。）を締結する。
(業務の委託)
第１条  甲は「〇〇〇〇（事業名）自主簡易環境アセスメント」に係る業務（以下「委託業務」という。）の実施を乙に委託し、乙はこれを受託する。
(実施期間)
第２条  乙は、委託業務を頭書の期間内に実施する。
(委託費の額)
第３条  甲は、乙に対し頭書の委託費全額を頭書支払条件により支払うものとする。
(委託業務の遂行)
第４条  乙は、委託費の範囲において、甲の承認を受けた別添の実施計画書（以下｢計画書｣という。）に基づき、委託業務を遂行し、その結果を甲に報告する。
(権利義務の譲渡等および著作権の帰属)
第５条  乙はこの契約によって生ずる権利または義務を第三者に譲渡し、または承継させてはならない。
２  乙は、この契約の目的物を第三者に売却し、もしくは貸与し、または担保に供してはならない。
    　　ただし、あらかじめ甲の承諾を得たときはこの限りではない。
３  この契約の目的物については、その著作権はすべて甲に帰属する。
(業務の再委託)
第６条  乙は、この契約の履行にあたり、業務の全部または大部分を第三者に再委託してはならない。ただし、あらかじめ甲の承認を受けたときはこの限りではない。
(計画書の変更等)
第７条  甲は、委託費の範囲内で甲の都合により乙に計画書の変更を行わせる必要があると認めたときは、その旨を乙に通知するものとする。
(委託業務の完了の報告)
第８条   乙は、委託業務が完了したときは、遅滞なくその結果をとりまとめ、頭書の実施期間内に、委託業務完了報告書を甲に提出しなければならない。
(契約の解除等）
第９条  甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、乙に対し委託業務の全部もしくは一部の停止を命じ、またこの契約を解除することができる。
  一  乙が、乙の責に帰すべき理由により、頭書の期日に事業を実施する見込みがないと明らかに認められるとき。
  二  乙が、正当な理由なしに業務に着手しないとき。
  三  乙が、第５条、６条の規定に違反したとき。
  四  前各号のほか、等がこの契約に違反し、その違反により甲がこの契約の目的を達成することができないと認められるとき。
(損害の負担)
第10条  乙は、この契約に違反し、または乙の故意若しくは過失によって甲に損害を与えたときは、その損害に相当する額を甲に支払わねばならない。
２  甲の責に帰すべき理由による場合の損害については、甲が負担するものとし、その額は甲乙協議して定めるものとする。
(契約外の事項)
第11条  この契約に定めのない事項または疑義の生じた事項については、必要に応じて、甲乙協議して定めるものとする。
  上記の契約締結の証として、本書２通を作成し、当事者記名捺印のうえ、甲乙各１通を保有する。
          〇〇〇〇年〇〇月〇〇日
                        甲  住　所
                          　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（印）
                        乙  住　所
                            氏　名

（印）

